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１１月２６日（木）１５：３０～１７：００　第４回　検数労連１５冬季一時金交渉


　　　　　　　　　　　　　日検協会：　　 （全国平均）　４８１，２９７円＋α


　　　　　　　　　　　　　  全日検：（全国一人平均）　４４０，４０４円＋α


　　　　　　　　　　　要求との関係で不満！再考を求める！
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【日検協会　回答】（抜粋）


支給額


（本給＋家族）×乗率＋都市調整加算＋α


（192,431円＋8,005円）×2.03＋50,000円＋24,411円＋α





全国平均　481,297円＋α





見習員


｛（本給＋家族手当）×乗率＋一律＋都市調整加算＋α｝


　　　　　　　　　　　×0.8ヶ月×在籍日数／180日




















 １１月２６日（木）第４回冬季一時金交渉で、両協会より左記の通り、有額回答が提示されました。





【日検協会有額回答にあたり】


　今冬季賞与について、平成２７年度上期の収益は支部間で増減はあったものの、全ての支部において黒字であった。しかし、対前期比ではマイナスとなっている。また、円安傾向で輸出増を期待していたが、メーカーの海外移転に伴い、輸出が期待ほど伸びなかったのも原因である。


　このような状況下での一時金回答構築は、上半期の事業利益


回答の構築を行ったが、































































































益、一人あたりの利益を重視した。また、前期比ではマイナスだが、全支部で黒字計上している部分を評価しての回答であることを理解願いたい。





【全日検有額回答にあたり】


平成２７年度上期の収支を勘案した中で、昨冬の回答をベースに回答を構築した。


一時金計算期間である５月～１０月の収支は若干のマイナスを検査業務でカバーしている状況である。


このような状況下で１０月以降の収支予想も厳しい予想がされているが、今一時金については従業員の頑張りも評価し
















































































【全日検　回答】（抜粋）


支給額


（本給＋役付）×乗率＋一律＋α


（201,194円）×1.4＋158,732円＋α





全国一人平均440,404円＋α





一　律　　＝　職員Ａ　215,000円


　　　　　　　職員Ｂ　150,000円





　　α　　＝　調整加算　





特別評価　＝　5,000円





その他身分


見習職員・契約職員　　全国一律　　80,000円


　　　　　契約雇員　　全国一律 　140,000円























た額であり、本部としても体力を超えた回答であることを理解していただき、労組の判断を願う。





【組合主張】


　組合は回答を受けとり、休憩を申し入れ回答を分析し、両協会に対し、次の通り主張を行いました。





【日検協会に対し】


　乗率で昨冬比プラス０．０３


ヶ月上積みしているが、１５夏季一時金の算式をそのまま踏襲した回答となっており、要求との関係では不満である。

































































【全日検に対し】


　乗率で昨冬比プラス０．０８


ヶ月上積みしており、一定評価できる。


　家族手当が回答に入っておらず、要求との関係では不満であり、再考を求める。


　見習い職員については要求に基づく算式での再考を求める。


　契約職員の上積み修正を求める。


　一時金での『特別評価』は不要であり、原資の全体配分を求める。





【両協会に対し】


　要求額との関係では未達であり、再考を求める













































































次回交渉　１１月３０日１３時半～


両協会に再考を求める交渉！


　　　　　　　　　　　　※引き続き


　　　　　　　　　　　　　　注目せよ！
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